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15議員が市政を問う一 般 質 問

問　市の農業のこれからの展望は。
答　持続可能な農業の実現に向け、令和８年度
は意欲ある農業者に機械設備導入を支援すると
わだの農業力サポート事業、農作業の省力化に
有効なスマート農業技術導入支援事業、担い手
の確保を図る認定新規就農者支援事業、労働力
不足の解消を図る農業バイトアプリの活用をは
じめとする様々な事業に取り組みます。また、
とわだ産品販売戦略課を産業振興課に改称し、
６次産業化や農商工連携、ふるさと納税の活用
などにより、とわだ産品のブランド力向上を図
るとともに、新設するシティプロモーション課
で、これらの魅力を国内外に強力に発信するな
ど、部局横断的な取組により農業所得の向上を
支援していきます。農業を取り巻く環境は依然
として厳しい状況にありますが、農家の皆様が
将来に希望を持ち、十和田市で農業を営むこと
に喜びと誇りを感じられるよう取り組んでいき
たいと考えています。
問　農業用水の確保は十分か。
答　農業用水は、土地改良区などにより維持管
理され、必要水量が供給されています。当市で
は農業用水の不足による営農への支障は生じて
いません。

問　消防団への加入を推進するにあたり、団の
行事後の集まりの多さが原因となり家族から難
色を示されることがあるとの声を聞くが、市か
ら集まりを減らすよう働きかけることはできな
いか。
答　団の行事後の集まりは、団員同士のコミュ
ニケーションの一環と捉えており、団員の負担
や地域の状況を考慮した上で円滑な活動が維持
されるよう努めていただきたいと考えています。
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問　教員に欠員が生じた際の補充の方策は。
答　県の定める教職員配置基準に基づき、県が
自ら配置しておりますが、県の要請に応じて市
では退職した教員へ声がけを積極的に行い代替
教員の確保について協力しています。
問　市独自の欠員補充制度を構築する考えは。
答　県では、講師等希望者をあらかじめ登録し、
人材を確保する欠員補充制度を既に実施してい
るため、市独自で制度を構築することは考えて
いませんが、県に対して教員の欠員が生じない
よう引き続き強く働きかけていきます。
問　地域全体で子供を支える体制を強化するた
め、学校運営協議会の委員を増員する考えは。
答　各校から、より多様な視点を取り入れ、効
果的な運用を図るために委員を増やしてほしい
との要望を受け、令和８年度から委員定数を現
在の７名から10名へと拡充することを提案し
ています。
問　学校施設整備の進捗と計画は。
答　学校の長寿命化改修工事は、十和田中学校
と東中学校は令和８年度を予定、北園小学校と
三本木小学校は今後計画的に実施、ちとせ小学
校は改築事業を予定していましたが、施設規模
などの再検討を行います。そのほか、長寿命化
改修に適さない第一中学校、法奥小学校、藤坂
小学校、甲東中学校については、児童生徒にとっ
て安全安心な教育環境が提供できるよう、必要
な修繕に努めていきます。

問　中央病院の資金不足比率が20％を超えない
よう財政的支援をすべきと考えるが市の考えは。
答　病院の自助努力だけでは難しい物価高騰分
に対する支援を行うため、補正予算を追加提案
することで進めています。
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問　人口減少時代に市民サービスの水準と健全
な財政を両立させるため、「稼ぐ行政」への転
換を行政改革の新たな柱と位置づけるべきと考
えるが、第３次総合計画に財務指標を設定する
考えは。
答　自治体自らが稼ぐという視点を持ちながら、
成果重視の目標値を設定したいと考えています。

問　次世代技術を持つ企業をターゲットとした
誘致戦略を展開するため、旧藤坂農業試験場の
活用について、サウンディング型市場調査を実
施する考えは。
答　旧藤坂農業試験場は地方独立行政法人青森
県産業技術センターが所有している施設である
ことから、市のサウンディング型市場調査の対
象にはならないものと考えています。
問　令和８年に本市で開催される国スポ・障ス
ポを稼ぐ大きな機会と捉え、予算をつけて若手
職員が庁内ワークショップにより自ら収益事業
を企画し、稼ぐ経営マインドを実践で学ぶ場と
して活用する考えは。
答　市をＰＲする絶好の機会と捉え、職員一丸
となって当市の魅力をしっかり届けるとともに、
若手職員には費用対効果の視点を重視しつつ、
地域経済の活性化を図り財源を生み出す柔軟な
アイデアが期待されることから、積極的に活用
していきたいと考えています。

問　公共施設等照明ＬＥＤ化事業により電気代
が１年あたり約3,300万円削減される見込み
とのことだが、削減された額を次の脱炭素投資
に優先的に充てる考えは。
答　削減された額にかかわらず、脱炭素に係る
事業は実施していきたいと考えています。

問　加速する少子高齢化や、社会保障費等が毎
年確実に増えている状況下で、限られた収入で
市民サービスを継続していくためには、インフ
ラや行政サービスを賢く集約して効率化を図る
スマートシュリンクの考え方が必要と思うが、
市の考えは。
答　人口減少を踏まえた行政運営における一つ
の考え方であると思いますが、当市は行政区域
が広く、１つのエリアにインフラなどを集約す
るという形は、地域性に一致しない面もありま
す。よって、拠点となるエリアを設け、インフ
ラやサービスをそのエリアごとに集約しつつ、
そこから中心市街地に至るネットワークを構築
するという手法も論理的にはあり得ると考えて
います。

問　日本病院経営支援機構理事長の豊岡宏氏を
アドバイザーとして経営状況を分析した経営改
善報告書を踏まえた病院の経営状況と令和８年
度の見込みは。
答　報告書中の具体的な提言として、人口減少
による今後の患者数の見直し等を踏まえた病床
稼働率の向上、集患営業の強化、病床コントロ
ールの徹底、効率的なＤＰＣ入院期間の運用、
コスト削減対策の実施、人件費を意識した体制
の見直し等がありました。その中から経営改善
に結びつくものとして、院内では令和７年11
月にベッドコントロールチーム、救急強化チー
ム、地域連携強化チームを設置して取り組んだ
結果、令和６年度と比較して令和７年度は約７
億円の収支改善を見込んでいます。令和８年度
も、引き続き、経営強化チームの取組や診療報
酬改定のきめ細かな対応等で収支均衡に努めて
いきたいと考えています。
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